
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 143号 令和 6 年 10月 22 日（火） 

発行 税理士法人 KJグループ 

〒536-0006 

大阪市城東区野江 4丁目 11 番 6 号 

TEL：（06）6930-6388 

FAX：（06）6930-6389 

経営者のための

■居住用財産を譲渡した場合の特例について■ 

 

 居住用財産の譲渡所得の特別控除（租税特別措置法第 35 条） 

居住用財産の譲渡所得の特別控除は、その処分が一般的にみて資産の譲渡に比して特殊な事情にある

こと等を考慮して、昭和 36 年に創設されました。この特例は、個人が自ら居住していた住宅を売却

する際の税負担を軽減することを目的としており、当初 35 万円の特別控除でしたが、現在、譲渡所

得から最高 3,000 万円まで控除できます。 課税譲渡所得金額は、次の算式で求めた金額になりま

す。 （土地建物を売った収入金額）－（取得費＋譲渡費用）－特別控除＝課税譲渡所得金額 （特定

増改築等）住宅借入金等特別控除または認定住宅新築等特別税額控除については、入居した年、その

前年または前々年に、この居住用財産の譲渡所得の特別控除の特例の適用を受けた場合には、その適

用を受けることはできません。 また、入居した年の翌年から 3 年目までのいずれかの年中に、（特

定増改築等）住宅借入金等特別控除の対象となる資産以外の資産を譲渡し、この特例の適用を受ける

場合にも、（特定増改築等） 住宅借入金等特別控除の適用を受けることはできません。 

 

居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（租税特別措置法第 31 条の 3） 

居住用財産を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例は、昭和 63 年度の改正において創設されま

した。この特例は、居住用財産を譲渡し、一定の要件（国内に所在する所有期間が 10 年を超えるも

の等）に当てはまるときは、長期譲渡所得の税額を通常の場合よりも低い税率で計算する軽減税率の

特例の適用を受けることができます。 （特定増改築等）住宅借入金等特別控除または認定住宅新築

等特別税額控除については、居住用財産の譲渡所得の特別控除（租税特別措置法第 35 条）と同様に

入居した年、その前年または前々年に、この居住用財産の譲渡所得の特別控除の特例の適用を受けた

場合には、その適用を受けることはできません。また、入居した年の翌年から 3 年目までのいずれ

かの年中に、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の対象となる資産以外の資産を譲渡し、この特

例の適用を受ける場合にも、（特定増改築等）住宅借入金等特別控除の適用を受けることはできませ

ん。 

 

軽減税率 

 

 

 

 

 

 

 

課税長期譲渡所得金額は、次の算式で求めた金額になります。 

 （土地建物を譲渡した収入金額）－（取得費＋譲渡費用）－特別控除（3,000 万円）  

＝課税長期譲渡所得金額  

 

平成 25 年から令和 19 年までは、復興特別所得税として各年分の基準所得税額の 2.1 パーセント 

が課税されます。 

 

 

 

(出典 税務懇話会) 
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